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23）ベトナム工場を開設した結果、中国 3 工場、米国 1 工場と合わせて海外 5 工場体制となっている。 
24）給与水準は、日本人一人分が概ね現地人50～100名分と同等とのことである。 
25）この内容は、2012年 3 月21日に Ogino Vietnam Corporation.のオフィスにおいて行った、同社の General 
Director である平木伸二氏に対するインタビューの回答と当日いただいた資料及び同社親会社のホームページ
などの情報をもとにまとめている。 
26）親会社である荻野工業株式会社（本社：広島）は、売上高が62億円（2010年度）、従業員数が385名（2011年 5 
月時点）の、1957年に設立された自動車部品・精密機器関連部品の製造メーカーである。国内に本社工場（広
島県安芸郡熊野町）と呉工場（広島県呉市）の 2 拠点、海外にフィリピン工場（2001年に業務開始）とベトナ
ム工場の 2 拠点がある。 
27）2012年 3 月20日にデロイトベトナム事務所で行ったパートナー加藤耕平氏に対するインタビューの中では、
「過去記憶にある日本企業の撤退は IT 企業 1 社だけであり、知っている企業の多くが事業を拡大している。」と
いう回答があり、2012年 4 月19日に野村ハイフォン工業団地で行った同団地 President の桝野隆氏に対するイ
ンタビューの中でも、「現在の入居企業は55社（内日本企業が48社）であるが、過去同団地内の拠点を閉鎖した
日本企業の例は、別の場所にある工場を拡大し統合するために移転した 1 社だけである。」という回答があった。 
28）このコメントは、2012年 4 月20日にかけて BTD ジャパンベトナム投資支援センターのハノイオフィスにおい
て行なった同社代表中川良一氏とのインタビューの中での回答である。中川氏は、1993年にホーチミンにオフ
ィスを開設して業務を開始し、これまでに大手から中小まで日本企業約300社のベトナム進出の支援をしてきた
とのことであり、ベトナムにおいてローカル工業団地の企業誘致の支援も行っている。 
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日本企業のベトナム進出における日系工業団地の意義 
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Significance of Japanese Industrial Parks in Vietnam 
for Japanese Companies Expanding into Vietnam 
Shigeru Nishiyama 
 
Abstract 
The number of Japanese manufacturing companies, which are expanding into Vietnam, is 
increasing. Japanese manufacturing companies usually build their factories in industrial parks 
because regulations don’t allow them to purchase real estate in Vietnam. Japanese industrial parks in 
Vietnam, where a lot of Japanese companies have factories, provides the tenants with various 
advantages such as a high level of infrastructure like electric power, supporting systems to process 
various documents for central and local governments, a convenient location and the opportunity to 
increase acquaintances and to exchange information. However the rents at Japanese industrial parks 
are relatively high. Some executives of Japanese companies say that they can get similar benefits 
through their own efforts - with the exception of the supporting system to file official government 
documents. Each company should choose the most suitable industrial park depending on their 
situation. 
 
要  約 
ベトナムに進出する日本の製造業企業が増加している。ベトナムに工場を設置する場合には、
土地の所有が認められないこともあり、工業団地に進出する場合が多い。中でも日本企業が数
多く進出している日系の工業団地は、電力をはじめとするインフラの整備、国などへの各種申
請手続きの支援、場所の利便性、ネットワークと情報交換の場の提供といった面で、入居企業
に大きなメリットを与えている。ただ、賃借料は高いため、申請手続きの支援を除くと賃借料
の安いローカル工業団地でも自らの自助努力で同様なメリットが得られる、という意見もある。
各企業の状況に応じて適切な選択をすることが必要である。 
 
 1 ．はじめに 
ベトナム社会主義共和国（Socialist Republic of Vietnam：以下ベトナム）に投資を行う日本企業が
増えている。ベトナム政府が発表しているデータによると、2010年12月31日時点で有効な日本からの
直接投資の認可プロジェクトは、件数ベースで1,425件（国別 3 位）、金額ベースで約210億 USD（国
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別 4 位）に達しており１）、2010年に限っても、日本からの直接投資の認可プロジェクトは144件（国別
 2 位）、約24億 USD（国別 4 位）となっている。このような日本企業のベトナムにおける投資の中心の
 1 つが、メーカーによる製造拠点の開設である。ベトナムにおける製造拠点開設の目的は、豊富な労働
力と人件費の安さによる製造コストの削減、ベトナムにおける現地販売など企業によってさまざまであ
る。ただ、日本企業がベトナムに製造拠点を設置する場合には、工業団地、中でも日本企業が運営主体
となっている日系工業団地に進出する場合が比較的多い。 
本論文では、工業団地の意義と歴史をまとめた上で、日本企業のベトナム進出における工業団地の意
義について、日本企業が運営主体となっている日系工業団地とそれらに入居している日本企業、またロ
ーカル工業団地に入居している日本企業に対するインタビューと文献調査をもとにまとめていく。 
 
 2 ．ベトナムにおける工業団地の歴史と意義 
ベトナムでは1986年に市場経済への移行を目的とするドイモイ政策２）が採択され、1987年に外国投
資法が制定された。これによって、外資を導入し工業化を図る方針が打ち出されたが、産業のインフラ
が未整備であったため、外資系の製造業の受け皿として工業団地の整備が開始された。 
ベトナムにおける工業団地は、1994年12月28日の政府議定書（ 2 条及び 3 条）によると、「工業生
産とそれを支援するサービスに特化した地域で、住民の居住を認めない。」と定義され、あらゆる経済
分野のベトナム企業と外資系企業が入居できると規定されている。 
また工業団地は、輸出加工区、工業区、ハイテク区の 3 種類から構成されている。このうち最初に
規定されたのが、1991年に輸出品の製造に特化する企業の集積を目的として整備された輸出加工区
（EPZ：Export Processing Zone）である３）。しかしこれは、ホーチミン市にある一部の成功したもの
４）を除いて、道路や電力等のインフラの未整備、立地条件の悪さ、開発業者の資金難やノウハウ不足、
ベトナム国内での販売を考える企業からの不人気等の理由で、企業立地があまり進まなかった。（長崎, 
2004, p.87）（白石, 2010, p.62）そこで、1994年に工業区関連政令を発布し、輸出義務などの制約条件
を緩和した工業区（IZ：Industrial Zone）の整備が始まり、1995年には、輸出加工区から工業区への
転換を認めることとし、輸出加工区は一部の成功したものを除いてすべて工業区に転換することとなっ
た。さらに1997年に公布した工業区関連政令によって研究開発型企業の集積を目的とするハイテク区
（HTZ：High Technology Zone）が整備され、これを加えた 3 種類の工業団地を総称して「工業区」と
する体系が確立された５）。しかし、このうち輸出加工区とハイテク区の数はかなり限られており、実質
的には 2 つ目の工業区（Industrial Zone）が工業団地の中心となっている。（長崎, 2004, pp.85-87）
なお、2012年 3 月時点で、ベトナム全国に約270の工業団地がある６）。 
工業団地に入居する企業のメリットとして、長崎（2004, p.84, pp.88-96）は、①工業団地以外へ進
出する場合は、土地使用権を保有しているベトナム企業との土地の現物出資による合弁会社設立が必要
となり、場合によっては元の使用者との間でのトラブルに巻き込まれる可能性があるが、工業団地の場
合は土地を団地からリースすることになるので７）、土地使用権に関連するトラブルから解放され100％
外資による進出が選択しやすくなること、②道路、上下水道、電力供給、通信といったインフラ整備が
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十分に進んでいない中で、インフラが整備された受け皿が提供されること、③投資申請などのサポート
が得られること、④優遇税制の恩典があることの 4 点を挙げている。 
また白石（2010, p.69）は、同じく工業団地に入居する企業のメリットとして、①独自に土地を探す
必要がない、②インフラを整備する必要がない、③投資許可の申請やその他の手続きに関して工業団地
の管理会社・管理委員会（地方政府）を通じて一括して処理することができる。（ワンストップ・サー
ビス）、④税制面などでの優遇措置を受けられる、という 4 点を挙げている。その上で、特に100%単
独出資８）による進出の場合は、①と③の面でのメリットが大きいと述べている。 
また、日系工業団地特有のメリットとして、長崎（2004, p.93）は、①インフラ整備水準の高さ、②
日本人スタッフの常駐による投資許可申請などのよりきめ細かいサポート、③日本企業が開発整備に関
わったという安心感、を挙げている。また、国際協力銀行（2011, p.151）も、日系工業団地は土地賃
貸料が高いものの、①道路や電力をはじめとするインフラ整備の水準の高さ、②投資申請をはじめとす
る行き届いた支援サービスの 2 つのメリットを挙げている。 
このように、先行研究では、工業団地が入居企業に与えるメリットとして、①土地リースの簡易化に
よる100%独資での進出の容易化、②インフラの整備、③申請等に関する支援、④優遇措置、という4
点が挙げられており、中でも日系工業団地は、②インフラの整備と③申請等に関する支援という 2 つ
の面で他の工業団地よりも大きなメリットを与えているようである。なお、④の優遇税制については、
2012年 4 月時点で経済的に恵まれない地域（いわゆる僻地）向け、またハイテク企業向けのものを除
いてほぼなくなりつつある９）。 
 
 3 ．日系工業団地の状況と団地側が考える入居企業へのメリット 
ベトナムにおける工業団地の中で、日系工業団地、つまり日本企業およびそのグループ企業が持株比
率の50％超を保有し主たる運営主体となっているものは、野村證券グループの野村ハイフォン工業団
地、住友商事グループのタンロン工業団地及びタンロン工業団地Ⅱ、双日グループのロテコ工業団地の 
3 グループ 4 工業団地である10）。ここでは、これらの 3 グループからそれぞれ 1 つの工業団地を取り
上げ、それらの状況と各工業団地側が考える入居企業に対するメリットについてインタビューと文献調
査によってまとめていく。 
 
（１）野村ハイフォン工業団地（Nomura Haiphon Industrial Zone）11） 
野村ハイフォン工業団地は、1994年12月に運営会社が設立され、1997年から運営を開始した総開発
面積153ha の工業団地である。ベトナムで 3 番目に大きい都市であるハイフォン市の市内から約13km、
ハイフォン港から15km、ハイフォン市の空港であるカットビー国際空港から20km の場所にある。ハ
ノイとハイフォンを結ぶ国道 5 号線12）に面しており、交通の便は比較的良いが、北部の中心であるハ
ノイ市内からは89km、北部の中心的国際空港であるノイバイ国際空港からは110km と一定の距離がある。 
運営会社の株式は、野村證券グループ13）の Nomura Asia Investment (Vietnam) Pte. Ltd, 
Japan14）が70％、ハイフォン人民委員会（ハイフォン市政府）が30％をそれぞれ保有している。 
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ベトナム北部で最初の工業団地15）であるが、開設当時はベトナム南部への投資が中心であったこと、
また開設後まもなくアジア経済危機が発生したこともあり、当初は入居企業があまり多くはなかったが、
2010年10月に全区画が完売されている。2012年 4 月時点で54社（うち日系企業46社）が入居し16）、工
業団地全体の雇用者数は約21,000人、そのうち日本人は約150名（各社 2 ～ 3 名）となっている。また
運営会社は88名（うち日本人 3 名）で運営されている。入居条件として、環境に悪影響を与えるよう
な業種、例えばメッキ関連事業、においが強い食品事業などは原則として入居不可という点を挙げている。 
インフラは、電力、上下水道、通信回線ともにしっかりと整備されており、中でも電力については団
地として自家発電装置を保有し、停電に対する対応もできている。また、銀行、ATM、郵便局、クリ
ニック、日本語学校、税関などがあり、物流会社（郵船ロジスティックス、近鉄ロジスティックス）通
信会社（NTT コミュニケーションズ）損害保険会社（三井住友海上）などもオフィスを構えており、
サービス面でのインフラも整っている。申請等に関する支援について、従来ワンストップサービスを提
供してきたが、現在は日本人が運営する代行業者を紹介する方針に転換してきている。また、賃金情報
やスト情報、不正を行った者の情報といった労務関係やベトナム全般についての情報などを入居企業に
対してきめ細かく提供している。中でも賃金情報については、入居企業の中で従業員数の多い5社が相
談した結果を入居企業全体で共有する仕組みを採用している。さらに、入居する日系企業代表者の会を
毎月開催し、団地運営会社からの各種連絡や代表者交代のあいさつ、またいろいろな情報交換など、入
居企業同士の情報交換やコミュニケーションの場も作っている。 
また、広い区画は必要なく、短期間の少ない投資で試験的に進出してみたいという中小企業等を対象
にした、 1 つの建物を区切って貸し出すレンタル工場も設置し、最短賃借期間 2 年、 1 区画1500㎡で
貸し出している。2012年 4 月時点で18区画あり、複数入居している企業を含め 6 社が入居している。 
工業団地の責任者は他の工業団地と比較した優位性として、①輸出のための港（ハイフォン港）が近
いなど場所の利便性が高いこと、②自家発電設備を保有しているため電力供給体制がしっかりしている
ことをはじめとしてインフラが充実していること、③労務問題をはじめとする情報提供が多く、また情
報交換がしやすいこと、④ハイフォン市が株主となっているため申請等がしやすく、ハイフォン市への
要望も出しやすいこと、という4点を挙げていた。 
 
（２）タンロン工業団地（Thang Long Industrial Zone）17） 
タンロン18）工業団地は、1997年 2 月に運営会社が設立され、2000年 6 月から運営を開始した総開発
面積274ha（約83万坪）19）の工業団地である。ハノイとノイバイ空港の中間地点の高速道路沿いに立地
しており、ハノイ市内から約16km、ノイバイ国際空港から約14km と非常に便利な場所にある。ハイ
フォン港へも約122km と輸出をはじめとする物流の面でも比較的恵まれた場所にある。 
運営会社の株式は、住友商事20）の100%子会社である Sumitomo Global Management Ⅱ が58％、
現地企業であるドンアインメカニカルカンパニー（Dong Anh Mechanical Company）21）が42％を、そ
れぞれ保有している。実際の開発・販売22）は、団地事業が長期的な事業であることと造成しても販売
できないリスクもあることを考慮して 3 期に区分して行ったが、レンタル工場の一部を除いて2009年
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初めの段階ですべて売却済である。2012年 2 月末時点で103社が入居しており、そのうち製造業が75
社（うち日系企業73社）、サービス業関係（専門商社、ゼネコン、地場の銀行など）が28社となってい
る。また、2012年 2 月末時点で入居企業全体での雇用者数は約60,000人、日本人駐在員は約450名
（長期出張者を入れると約500名）である。入居条件としては、①製粉や食肉業はハイテク機器を扱う
工場への影響を考慮して入居不可、②音や振動が大きい工場は周辺への影響を考慮してレンタル工場を
中心に入居を制限、という 2 点を挙げている。 
インフラは、電力、上下水道、通信網のいずれも十分に整備されており、中でも電力については、変
電所が設置されているとともに政府との強い関係もあるため、停電も少なく電気の供給はかなり安定し
ている。また、銀行、郵便局、消防署、クリニック、日本食レストラン、貸オフィスなどがあり、物流
会社（住友商事と鈴与の合弁会社であるドラゴンロジスティクス）も含めサービス面でのインフラも整
っている。申請等に関する支援については、ワンストップサービスを提供している。また、年 2 回の
ワーカーの賃金アンケートの実施とその情報公開、採用掲示板の設置によるワーカー募集の支援、採用
面での要注意人物リスト（労働争議などの中心人物や盗みなどの犯罪歴のある者など）の作成と配付な
ど、労務関係を中心に入居企業に対してきめ細かい情報提供を行っている。入居企業による月 1 回の
情報交換会（一木会）を開催し、団地運営会社からの各種連絡やいろいろな情報交換など、入居企業同
士の情報交換とコミュニケーションの場も作っている。また、従業員の通勤バスの運営、グラウンドの
整備とそこでの運動会の開催など福利厚生の支援も行っている。 
また、主に中小企業をターゲットにしたレンタル工場も設置されており、大きな建物を 1 区画500㎡
で貸し出している。2012年 4 月時点で18区画あり、複数入居している企業を含め 6 社が入居している。
各区画に電気、水、トイレ、給湯室が完備されており、賃料は 1 平米あたり月額＄ 7 、 1 区画あたり
月額30万円程度である。2012年 2 月時点で11区画のうち10区画が入居済みであり、2012年 5 月に 4 区
画が新たに完成する予定である。入居企業10社のうち 9 社は最大でも資本金 8 億円の中堅中小企業で
あり、そのうち 7 社は海外進出が初めての企業である。業種的には金型・部品加工業が多く、日本に
しっかりとした基盤はあるものの、今後の成長を目的として進出し、日本の事業の一部を移管し、ベト
ナムで他の日系企業の仕事を受注し拡大している企業が多い。 
工業団地の責任者は他の工業団地と比較した優位性として、①ハノイ市とノイバイ空港を結ぶ高速道
路に面しているという利便性の高い場所にあること、②水・電気・通信などのインフラが充実している
こと、③労務関係をはじめとする情報提供が充実していること、④グラウンドや通勤バスなどの福利厚
生の支援があること、という 4 点を挙げていた。 
 
（３）ロテコ工業団地23） 
ロテコ（Loteco：正式名称は Long Binh Techno Park）工業団地は、1996年に運営会社が設立され、
1997年から運営を開始した総開発面積100ha24）の工業団地である。ホーチミンとハノイを結ぶ国道一
号線に近接しており、ベトナム南部の最大の都市であるホーチミン市の市内から約30km、タンソンニ
ャット国際空港から30km、サイゴン新港から30km という便利な場所にあり、元アメリカ軍の使用地
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を転用した工業団地である。 
運営会社の株式は、双日（元々は日商岩井）25）が60%、ベトナム国防省傘下の国有企業である
Thaison 社が40%をそれぞれ保有している。区画はすべて完売されており、2012年 4 月時点で、50社
（うち日系企業13社、最も多いのは韓国企業）26）が入居し、工業団地全体の雇用者数は約19,000人（内
ワーカー18,000人、スタッフ1,000人27））となっている。入居条件としては、所在しているドンナイ省
が原則として禁止している、環境に悪影響を及ぼす可能性のある業種、具体的には染色・皮なめし・メ
ッキなどと、ノウハウの蓄積が難しい単純な縫製など単純な労働集約型事業は原則として入居不可とい
う点を挙げている。 
インフラは、電力、上下水道、通信回線ともにしっかりと整備されており、中でも電力については団
地として緊急用の自家発電装置を保有しており、停電に対する対応もできている28）。また地盤が固い
ため建設の期間やコストを節約することができるとともに29）、エンジニアが常駐し、24時間体制でし
っかりとしたメンテナンス・管理が行われている。敷地内に税関があり、物流会社（双日ロジスティッ
クス）が必要に応じて物流サービスを提供している。申請に関する支援については、団地内にドンナイ
省の出張所があり、そことも連携してワンストップサービスを提供している。賃金情報や問題のある従
業員の情報などの提供もきめ細かく行っている。入居している日本企業が会員となっているロテコ会
（日本企業のみの情報交換会）が各社から 1 名出席して 2 か月に 1 回の頻度で開催（年末からテトに欠
けてはやや頻度を上げて開催）され、入居企業同士の情報交換やコミュニケーションの場となっている。 
レンタル工場も設置されており、2012年 4 月時点で13区画を最短賃借期間 5 年で貸し出している。
なお、仕様については、特注の度合いにより 3 区分に分けている。 
工業団地の責任者は他の工業団地と比較した優位性として、①道路、空路、海路の面で場所の利便性
が非常に高いこと、②自家発電設備を保有し、電力供給体制がしっかりしていることを中心にインフラ
が充実していること、③労務関係をはじめとする情報提供をきめ細かく行っていること、④許認可や申
請などの支援を日本人によってきめ細かく行っていること、⑤地盤が固く、工期及び建設費用の面で有
利であること、という 5 点を挙げていた。 
 
（４）小 括 
インタビューの対象とした日系工業団地は、いずれも1990年代に運営会社が設立され、2000年まで
に運営を開始し区画は完売されている。また入居企業は、ロテコについては運営開始時期の関係で韓国
企業がやや目立つものの、基本的には日系企業が中心となっている。さらに住友商事および双日は、そ
れぞれタンロン工業団地Ⅱ（2006年運営開始：ハノイ近郊）ロンドウック工業団地（2013年運営開始
予定：ホーチミン近郊）という 2 つ目の工業団地を開設している。このような状況から考えると、日
系工業団地は日系企業のベトナム進出の基盤となっており、またその意義は徐々に大きくなっていると
考えられる。 
また、 3 つの工業団地には 5 つの共通項がある。 
 1 つ目は場所の利便性である。タンロンとロテコはいずれもハノイ市内あるいはホーチミン市内近
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郊にあり、国際空港に近く非常に利便性が高い。野村ハイフォンもハノイ市内及び国際空港からは若干
の距離はあるもの、港が近くにあるため物流の面での利便性が高くなっている。これらは各工業団地が
設置される段階で利便性の高い場所を選択し、政府から認可された結果ではあるが、入居企業にとって
は魅力の一つとなっている。 
 2 つ目は電力を中心とするインフラの充実である。いずれの工業団地も水、電力、通信のインフラ
の充実度が高く、特に電力については、自家発電設備の設置や政府に対する交渉力の強さによって停電
を抑え、安定供給を実現している。 
 3 つ目は、申請に関する支援体制が充実しており、ワンストップサービスを提供していることであ
る。野村ハイフォンは最近外部の日本人運営の代行会社を紹介する方法に変更しているものの、いずれ
も充実した支援体制によって入居企業の事務省力化に貢献している。 
 4 つ目は、入居企業に対する賃金やストライキ、問題のある従業員の情報など労務関係を中心とす
る情報提供を積極的に行っていることである。 
 5 つ目は、入居している日本企業の情報交換会を毎月あるいは隔月で主催し、入居企業同士の情報
交換やコミュニケーションの場を提供していることである。 
このうち最初の 2 つはハード面の水準の高さに関連する共通項であり、後半の 3 つはソフト面での
サービスに関連する共通項である。これらは、日系工業団地が日系を中心とする入居企業のニーズを考
え、ローカル工業団地との差異化を意識し、さらに日系工業団地同士の競争の中で結果として生み出され
た共通項と考えられ、所在地を除くとハード及びソフトの面でかなり類似する結果となっているといえる。 
また、すべての日系工業団地が、他の工業団地と比較した優位性として、①場所の利便性、②電気を
はじめとするインフラの充実、③労務関係をはじめとする積極的な情報提供の 3 つを共通して挙げて
いる。また、申請に対する支援体制についても野村ハイフォンとロテコの 2 つが優位性として挙げて
いる。それ以外にタンロンでは福利厚生面の支援の手厚さ、ロテコでは地盤の固さからくる建設面での利
点など若干相違する点も挙げられているが、各工業団地が認識する優位性はかなり類似しているといえる。 
また、いずれの工業団地にも主に中小企業をターゲットにし、コンパクトな工場用スペースを比較的
短期の契約で賃貸するというレンタル工場があり、入居企業も増えている。これは少額の投資と立ち上
げ期間の短縮化によってリスクを抑えることができるため、とりあえず試験的に進出して成果が出れば本
格的に進出したい、あるいは小規模な工場で十分な中小企業などにとっては、非常にメリットの大きな進
出形態であり、いずれの工業団地でも中小企業の進出支援を本格的に行っていることの表れと考えられる。 
 
 4 ．入居企業の日系工業団地に対する評価 
それでは、各工業団地の入居企業は、日系工業団地をどう評価しているのであろうか。ここでは日系
工業団地に入居している日本企業の中から、コクヨグループ（野村ハイフォン）、貝印グループ（タン
ロン）、オギノグループ（タンロン）の 3 社と、現地ローカル工業団地に入居している日本企業 X 社の
合計 4 社を選択し、 3 社に対しては日系工業団地へ入居することによるメリットとデメリットを、ま
た X 社に対しては日系工業団地に対する見方をインタビューで質問した結果をまとめていく。 
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を転用した工業団地である。 
運営会社の株式は、双日（元々は日商岩井）25）が60%、ベトナム国防省傘下の国有企業である
Thaison 社が40%をそれぞれ保有している。区画はすべて完売されており、2012年 4 月時点で、50社
（うち日系企業13社、最も多いのは韓国企業）26）が入居し、工業団地全体の雇用者数は約19,000人（内
ワーカー18,000人、スタッフ1,000人27））となっている。入居条件としては、所在しているドンナイ省
が原則として禁止している、環境に悪影響を及ぼす可能性のある業種、具体的には染色・皮なめし・メ
ッキなどと、ノウハウの蓄積が難しい単純な縫製など単純な労働集約型事業は原則として入居不可とい
う点を挙げている。 
インフラは、電力、上下水道、通信回線ともにしっかりと整備されており、中でも電力については団
地として緊急用の自家発電装置を保有しており、停電に対する対応もできている28）。また地盤が固い
ため建設の期間やコストを節約することができるとともに29）、エンジニアが常駐し、24時間体制でし
っかりとしたメンテナンス・管理が行われている。敷地内に税関があり、物流会社（双日ロジスティッ
クス）が必要に応じて物流サービスを提供している。申請に関する支援については、団地内にドンナイ
省の出張所があり、そことも連携してワンストップサービスを提供している。賃金情報や問題のある従
業員の情報などの提供もきめ細かく行っている。入居している日本企業が会員となっているロテコ会
（日本企業のみの情報交換会）が各社から 1 名出席して 2 か月に 1 回の頻度で開催（年末からテトに欠
けてはやや頻度を上げて開催）され、入居企業同士の情報交換やコミュニケーションの場となっている。 
レンタル工場も設置されており、2012年 4 月時点で13区画を最短賃借期間 5 年で貸し出している。
なお、仕様については、特注の度合いにより 3 区分に分けている。 
工業団地の責任者は他の工業団地と比較した優位性として、①道路、空路、海路の面で場所の利便性
が非常に高いこと、②自家発電設備を保有し、電力供給体制がしっかりしていることを中心にインフラ
が充実していること、③労務関係をはじめとする情報提供をきめ細かく行っていること、④許認可や申
請などの支援を日本人によってきめ細かく行っていること、⑤地盤が固く、工期及び建設費用の面で有
利であること、という 5 点を挙げていた。 
 
（４）小 括 
インタビューの対象とした日系工業団地は、いずれも1990年代に運営会社が設立され、2000年まで
に運営を開始し区画は完売されている。また入居企業は、ロテコについては運営開始時期の関係で韓国
企業がやや目立つものの、基本的には日系企業が中心となっている。さらに住友商事および双日は、そ
れぞれタンロン工業団地Ⅱ（2006年運営開始：ハノイ近郊）ロンドウック工業団地（2013年運営開始
予定：ホーチミン近郊）という 2 つ目の工業団地を開設している。このような状況から考えると、日
系工業団地は日系企業のベトナム進出の基盤となっており、またその意義は徐々に大きくなっていると
考えられる。 
また、 3 つの工業団地には 5 つの共通項がある。 
 1 つ目は場所の利便性である。タンロンとロテコはいずれもハノイ市内あるいはホーチミン市内近
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郊にあり、国際空港に近く非常に利便性が高い。野村ハイフォンもハノイ市内及び国際空港からは若干
の距離はあるもの、港が近くにあるため物流の面での利便性が高くなっている。これらは各工業団地が
設置される段階で利便性の高い場所を選択し、政府から認可された結果ではあるが、入居企業にとって
は魅力の一つとなっている。 
 2 つ目は電力を中心とするインフラの充実である。いずれの工業団地も水、電力、通信のインフラ
の充実度が高く、特に電力については、自家発電設備の設置や政府に対する交渉力の強さによって停電
を抑え、安定供給を実現している。 
 3 つ目は、申請に関する支援体制が充実しており、ワンストップサービスを提供していることであ
る。野村ハイフォンは最近外部の日本人運営の代行会社を紹介する方法に変更しているものの、いずれ
も充実した支援体制によって入居企業の事務省力化に貢献している。 
 4 つ目は、入居企業に対する賃金やストライキ、問題のある従業員の情報など労務関係を中心とす
る情報提供を積極的に行っていることである。 
 5 つ目は、入居している日本企業の情報交換会を毎月あるいは隔月で主催し、入居企業同士の情報
交換やコミュニケーションの場を提供していることである。 
このうち最初の 2 つはハード面の水準の高さに関連する共通項であり、後半の 3 つはソフト面での
サービスに関連する共通項である。これらは、日系工業団地が日系を中心とする入居企業のニーズを考
え、ローカル工業団地との差異化を意識し、さらに日系工業団地同士の競争の中で結果として生み出され
た共通項と考えられ、所在地を除くとハード及びソフトの面でかなり類似する結果となっているといえる。 
また、すべての日系工業団地が、他の工業団地と比較した優位性として、①場所の利便性、②電気を
はじめとするインフラの充実、③労務関係をはじめとする積極的な情報提供の 3 つを共通して挙げて
いる。また、申請に対する支援体制についても野村ハイフォンとロテコの 2 つが優位性として挙げて
いる。それ以外にタンロンでは福利厚生面の支援の手厚さ、ロテコでは地盤の固さからくる建設面での利
点など若干相違する点も挙げられているが、各工業団地が認識する優位性はかなり類似しているといえる。 
また、いずれの工業団地にも主に中小企業をターゲットにし、コンパクトな工場用スペースを比較的
短期の契約で賃貸するというレンタル工場があり、入居企業も増えている。これは少額の投資と立ち上
げ期間の短縮化によってリスクを抑えることができるため、とりあえず試験的に進出して成果が出れば本
格的に進出したい、あるいは小規模な工場で十分な中小企業などにとっては、非常にメリットの大きな進
出形態であり、いずれの工業団地でも中小企業の進出支援を本格的に行っていることの表れと考えられる。 
 
 4 ．入居企業の日系工業団地に対する評価 
それでは、各工業団地の入居企業は、日系工業団地をどう評価しているのであろうか。ここでは日系
工業団地に入居している日本企業の中から、コクヨグループ（野村ハイフォン）、貝印グループ（タン
ロン）、オギノグループ（タンロン）の 3 社と、現地ローカル工業団地に入居している日本企業 X 社の
合計 4 社を選択し、 3 社に対しては日系工業団地へ入居することによるメリットとデメリットを、ま
た X 社に対しては日系工業団地に対する見方をインタビューで質問した結果をまとめていく。 
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（１）コクヨグループ（野村ハイフォン工業団地）30） 
コクヨグループは、コスト削減とアジア地域での拡販を目的として、2005年11月にグループの中核
会社 2 社が100％を出資してコクヨベトナムを設立し、2006年11月に野村ハイフォン工業団地内に工
場を建設し操業を開始している。従業員数は操業開始時点では約120名であったが、2011年 4 月の工場
拡張もあり、2012年 4 月には約500名まで増加している。コクヨベトナムの代表者は、野村ハイフォン
工業団地のリース料・管理料がやや高めであるが、入居のメリットがそれを十分に上回っていると述べ
たうえで、具体的なメリットとして以下の点を挙げている。 
① 場所の利便性：ハイフォン港に近いため、製品輸出の面で非常に利便性が高い。 
② インフラの充実：水、電気を中心にインフラが充実しており、特に電気は、工業団地が自家発
電設備を保有しているため停電がなく、事業運営上非常に助かっている。 
③ 申請に関するワンストップサービス：各種手続きをすべて代行してくれるので事務省力化の面
でメリットが大きく、ハイフォン市が工業団地の株主ということもあり、サポート体制もしっ
かりしている。 
④ 情報提供の充実：賃金、労務関係、近隣の工業団地の状況、治安などの情報提供が充実してお
り、事業運営上非常に役立っている。 
⑤ 入居日本企業同士のネットワークと情報交換：工業団地主催の日系入居企業の情報交換会が毎
月開催されており、情報交換の面で役立っている。 
 
（２）貝印グループ（タンロン工業団地）31） 
貝印グループは、海外での生産能力の拡大を目的として、2005年 2 月にグループの製造会社である
カイインダストリーズの100％子会社としてカイベトナム有限責任会社（以下カイベトナム）を設立し、
2006年 3 月にタンロン工業団地内に工場を建設し操業を開始している。従業員数は操業開始時点では
約60名であったが、2011年 6 月の工場拡張もあり、2012年 4 月には約700名まで増加し、同社の日本
も含めた最大の工場となっている。カイベトナムの代表者は、タンロン工業団地のリース料・管理料が
やや高めであるが、入居のメリットがそれを十分に上回っていると述べたうえで、具体的なメリットと
して以下の点を挙げている。 
① 場所の利便性：ノイバイ空港とハノイ市内に近く、双方を結ぶ高速道路にも面しているため人
の移動の面で利便性が非常に高い。また、物流についても、港のあるハイフォンもそれほど遠
くはなく、問題はない。 
② インフラの充実：水、電気を中心にインフラが充実しており、特に電気は、タンロン工業団地
の政府に対する交渉力もあり、計画停電はほとんどなく事業運営上非常に助かっている。 
③ 申請に関するワンストップサービス：事務省力化の面ではメリットが大きく、 2 人の日本人駐
在員で運営できている大きな理由の 1 つである。 
④ 情報提供の充実：ベトナム経済全般の状況、法律改正、団地内での各種お知らせ、賃金情報
（アンケート実施とその結果の共有など）、労務関係情報（問題のある従業員の情報、ストライ
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キへの対応など）などの情報提供が充実している。 
⑤ 入居日本企業同士のネットワークと情報交換：工業団地が主催する入居企業の情報交換会（一
木会）が毎月あり、情報交換やコミュニケーションの場となっている。また入居企業のほとん
どが日本企業であるため、日本人駐在者の間での親密なネットワークができ、情報交換等で役
立っている。日本企業の商工会もあるが、加入企業数が多く、ジェトロなどが関連する大きな
話が中心であり、必ずしも親密なネットワークづくりにはつながっていない。 
 
（３）オギノグループ（タンロン工業団地）32） 
オギノグループは、顧客である広島アルミニウム㈱からの進出要請に応えることを目的として、
2006年12月に広島アルミニウム㈱との合弁会社（オギノ側が72％出資）としてオギノベトナムを設立
し、2007年11月にタンロン工業団地内に工場を建設し操業を開始している。その後工場拡張もあり、
2012年 2 月での従業員数は約330名となっている。オギノグループの代表者は、タンロン工業団地のリ
ース料・管理料の水準に対する不満はなく、入居することによるメリットとして、以下の点を挙げている。 
① 場所の利便性：ノイバイ空港とハノイ市内に近く、また顧客がタンロン工業団地内に入居して
いるため、利便性が大きい。 
② インフラの充実：水と電気のインフラが充実しており、特に電気については停電がほとんどな
く、その供給体制は他の工業団地に比較して卓越している。 
③ 申請に関するワンストップサービス：通関手続きをはじめ政府等への各種申請に関する支援の
面では大変助かっている。 
④ 情報提供の充実：年に 2 回の賃金アンケートやワーカーの確保や労働争議への対応など、労務
関係を中心とした情報提供が充実している。 
⑤ 入居日本企業同士のネットワークと情報交換：団地が主催する入居企業の情報交換会（一木
会）が毎月開催されており、情報交換等で役立っている。特に申請や通関手続きなどに関する
情報入手の面ではメリットが大きい。 
 
（４）日系企業 X 社（北部ローカル工業団地に入居）の見解33） 
X 社は、グループのアジア地域での生産能力の増強を目的として、2006年 4 月に日本本社の100％子
会社として設立され、2007年 5 月にハノイ近郊のベトナムローカル工業団地内に工場を建設し操業を
開始している。従業員数は操業開始時点では約120名であったが、2012年 3 月には約1,000名まで増加
している。 
X 社の責任者は、当初日系工業団地も含めて進出先を検討したが、最終的に日系工業団地を選択しな
かった理由としては、以下の 3 点を挙げていた。 
① リース料・管理料の高さ 
ローカル工業団地に比較して日系工業団地はリース料が約 3 倍、毎年の維持管理料は約10倍にな
ることもありかなり高額になるため、ベトナム法人の責任者の中国などでの事業立ち上げ経験を応
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（１）コクヨグループ（野村ハイフォン工業団地）30） 
コクヨグループは、コスト削減とアジア地域での拡販を目的として、2005年11月にグループの中核
会社 2 社が100％を出資してコクヨベトナムを設立し、2006年11月に野村ハイフォン工業団地内に工
場を建設し操業を開始している。従業員数は操業開始時点では約120名であったが、2011年 4 月の工場
拡張もあり、2012年 4 月には約500名まで増加している。コクヨベトナムの代表者は、野村ハイフォン
工業団地のリース料・管理料がやや高めであるが、入居のメリットがそれを十分に上回っていると述べ
たうえで、具体的なメリットとして以下の点を挙げている。 
① 場所の利便性：ハイフォン港に近いため、製品輸出の面で非常に利便性が高い。 
② インフラの充実：水、電気を中心にインフラが充実しており、特に電気は、工業団地が自家発
電設備を保有しているため停電がなく、事業運営上非常に助かっている。 
③ 申請に関するワンストップサービス：各種手続きをすべて代行してくれるので事務省力化の面
でメリットが大きく、ハイフォン市が工業団地の株主ということもあり、サポート体制もしっ
かりしている。 
④ 情報提供の充実：賃金、労務関係、近隣の工業団地の状況、治安などの情報提供が充実してお
り、事業運営上非常に役立っている。 
⑤ 入居日本企業同士のネットワークと情報交換：工業団地主催の日系入居企業の情報交換会が毎
月開催されており、情報交換の面で役立っている。 
 
（２）貝印グループ（タンロン工業団地）31） 
貝印グループは、海外での生産能力の拡大を目的として、2005年 2 月にグループの製造会社である
カイインダストリーズの100％子会社としてカイベトナム有限責任会社（以下カイベトナム）を設立し、
2006年 3 月にタンロン工業団地内に工場を建設し操業を開始している。従業員数は操業開始時点では
約60名であったが、2011年 6 月の工場拡張もあり、2012年 4 月には約700名まで増加し、同社の日本
も含めた最大の工場となっている。カイベトナムの代表者は、タンロン工業団地のリース料・管理料が
やや高めであるが、入居のメリットがそれを十分に上回っていると述べたうえで、具体的なメリットと
して以下の点を挙げている。 
① 場所の利便性：ノイバイ空港とハノイ市内に近く、双方を結ぶ高速道路にも面しているため人
の移動の面で利便性が非常に高い。また、物流についても、港のあるハイフォンもそれほど遠
くはなく、問題はない。 
② インフラの充実：水、電気を中心にインフラが充実しており、特に電気は、タンロン工業団地
の政府に対する交渉力もあり、計画停電はほとんどなく事業運営上非常に助かっている。 
③ 申請に関するワンストップサービス：事務省力化の面ではメリットが大きく、 2 人の日本人駐
在員で運営できている大きな理由の 1 つである。 
④ 情報提供の充実：ベトナム経済全般の状況、法律改正、団地内での各種お知らせ、賃金情報
（アンケート実施とその結果の共有など）、労務関係情報（問題のある従業員の情報、ストライ
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キへの対応など）などの情報提供が充実している。 
⑤ 入居日本企業同士のネットワークと情報交換：工業団地が主催する入居企業の情報交換会（一
木会）が毎月あり、情報交換やコミュニケーションの場となっている。また入居企業のほとん
どが日本企業であるため、日本人駐在者の間での親密なネットワークができ、情報交換等で役
立っている。日本企業の商工会もあるが、加入企業数が多く、ジェトロなどが関連する大きな
話が中心であり、必ずしも親密なネットワークづくりにはつながっていない。 
 
（３）オギノグループ（タンロン工業団地）32） 
オギノグループは、顧客である広島アルミニウム㈱からの進出要請に応えることを目的として、
2006年12月に広島アルミニウム㈱との合弁会社（オギノ側が72％出資）としてオギノベトナムを設立
し、2007年11月にタンロン工業団地内に工場を建設し操業を開始している。その後工場拡張もあり、
2012年 2 月での従業員数は約330名となっている。オギノグループの代表者は、タンロン工業団地のリ
ース料・管理料の水準に対する不満はなく、入居することによるメリットとして、以下の点を挙げている。 
① 場所の利便性：ノイバイ空港とハノイ市内に近く、また顧客がタンロン工業団地内に入居して
いるため、利便性が大きい。 
② インフラの充実：水と電気のインフラが充実しており、特に電気については停電がほとんどな
く、その供給体制は他の工業団地に比較して卓越している。 
③ 申請に関するワンストップサービス：通関手続きをはじめ政府等への各種申請に関する支援の
面では大変助かっている。 
④ 情報提供の充実：年に 2 回の賃金アンケートやワーカーの確保や労働争議への対応など、労務
関係を中心とした情報提供が充実している。 
⑤ 入居日本企業同士のネットワークと情報交換：団地が主催する入居企業の情報交換会（一木
会）が毎月開催されており、情報交換等で役立っている。特に申請や通関手続きなどに関する
情報入手の面ではメリットが大きい。 
 
（４）日系企業 X 社（北部ローカル工業団地に入居）の見解33） 
X 社は、グループのアジア地域での生産能力の増強を目的として、2006年 4 月に日本本社の100％子
会社として設立され、2007年 5 月にハノイ近郊のベトナムローカル工業団地内に工場を建設し操業を
開始している。従業員数は操業開始時点では約120名であったが、2012年 3 月には約1,000名まで増加
している。 
X 社の責任者は、当初日系工業団地も含めて進出先を検討したが、最終的に日系工業団地を選択しな
かった理由としては、以下の 3 点を挙げていた。 
① リース料・管理料の高さ 
ローカル工業団地に比較して日系工業団地はリース料が約 3 倍、毎年の維持管理料は約10倍にな
ることもありかなり高額になるため、ベトナム法人の責任者の中国などでの事業立ち上げ経験を応
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用することにし、あくまでもベトナム進出の大きな目的であるコスト削減を重視した。 
② 現地行政などとの関係構築の機会の喪失 
日系工業団地はワンストップサービスなど申請に関する支援が充実しており、基本的にすべて任せ
ることができ事務省力化の面ではメリットが大きいが、逆に地方政府などとの関係づくりや社内で
何でもできる体制の構築にはつながらない。 
③ 日系企業の集積によるワーカー間の情報交換の回避 
日系企業が同じ工業団地に集まると、ワーカー同士の賃金や待遇についての情報交換が行われ、大
企業の水準に引っ張られてコストが上昇する傾向が強まることや、ストライキにつながる可能性も
高くなることの回避を重視した。 
 
また、日系工業団地に入居する 3 社が共通して指摘していた①インフラの充実、②情報提供の充実、
③入居日本企業同士のネットワークと情報交換というメリットについては、以下のような理由であまり
大きなメリットとは考えていないとの回答であった。まず①については、その中でも重要度が高いとさ
れる電力に関して、確かに日系工業団地に比較すると入居するローカル工業団地は停電の回数が多く状
況は良くないが、工業団地側も電力確保に一定の努力をしていると同時に、自家発電設備を設置して停
電に備えているため、実質的に問題は発生していないとのことであった。次の②と③に関しても、同じ
ローカル工業団地に入居している日本企業数社で頻繁に情報交換をすると同時に、ハノイ日本商工会を
通じて情報収集やネットワークの構築もできており、あまり支障は感じていないということであった。
さらに日系工業団地の情報提供のポイントといわれる人件費情報も、必ずしも本当の情報が共有されて
いる保証はなく、いろいろな形で他社の賃金情報も入手できるので、支障はないとのことであった。 
なお、日系工業団地のリース料・管理料の高さに関しては、確かに高いが、ワンストップサービスに
よって事務省力化が図れ日本人をはじめとする従業員を減らせる可能性を考慮すると、それほど高いと
はいえないという考え方もできる、とコメントしていた。 
 
（５）小 括 
インタビューの対象とした日系工業団地に入居する日本企業 3 社は、いずれも日系工業団地へ入居
するメリットとして、①場所の利便性、②電力を中心とするインフラの充実、③申請に関するワンスト
ップサービス、④労務関係を中心とする情報提供の充実、⑤工業団地主催の日本企業の情報交換会をは
じめとする入居日本企業同士のネットワークと情報交換の 5 つを挙げている。この結果から考えると、
この 5 点が、概ね入居企業にとっての日系工業団地入居のメリットだと考えられそうである。 
また、これらのうち①、②、④はインタビュー対象となった日系工業団地の全てが挙げている他の工
業団地に比較した優位性の共通項と一致しており、工業団地が考えている優位性が概ね入居企業によっ
てもメリットとして認識されていることが分かる。ただ、それらに加えて、③申請等のワンストップサ
ービス、⑤団地主催の情報交換会と入居企業のネットワークの構築も入居企業はいずれもメリットとし
て認識している。つまり、これらは工業団地が考える以上に入居企業にとってはメリットになっている。
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一方で日系工業団地のリース料や管理料の高さについては、入居企業は上記のようなメリットで十分に
埋め合わされていると考えている。 
一方でローカル工業団地に入居している日本企業 X 社は、日系・ローカルにかかわらず工業団地の
所在地によって決まる場所の利便性を除くと、日系工業団地の②と③の面でのメリットの存在は認める
ものの、②は自家発電設備で解消でき、③も省力化の面でのコスト削減にはつながるものの、逆に地元
行政とのネットワークの構築という面ではデメリットにつながる面もあると指摘している。また④と⑤
については、入居企業同士の直接の関係構築や商工会を通じて同じような効果を得ることは可能であり、
あまり大きなメリットではないと述べている。一方で日系工業団地のリース料・管理料の高さについて
は、ワンストップサービス等による省力化によるコスト削減効果はあるものの、やはりやや高めではあ
ると認識している。このようにローカル工業団地に入居する X 社は、日系工業団地への入居は、高い
リース料・管理料を支払うことによって、許認可や申請のワンストップサービスによる事務省力化のメ
リットを得ることはできるが、電力をはじめとするインフラの充実は自家発電設備などで埋め合わすこ
とができ、また情報提供の充実、入居企業同士のネットワークと情報交換といったメリットも、別の方
法で代替できるため、あまり大きなメリットとはいえず、コスト面を中心にやや不利と考えている、と
いえそうである。 
ただ 1 点注目したい点は、X 社の代表者には、ベトナムへ赴任する前に同じ共産圏である中国で工場
を立ち上げるという類似した経験があり、また現地行政やベトナム人、さらに他の日本企業とのネット
ワークの構築に積極的に取り組んでいることである。つまり、X 社とその代表者の経験や努力によって、
情報提供の充実、入居企業同士のネットワークと情報交換といった日系工業団地のメリットに見合うだ
けの成果を確保している可能性が高く、これらは必ずしもすべての企業にできるものではない、とも考
えられるのである。このように考えると、入居企業の状況によって日系工業団地へ入居するメリットの
評価は変わる、と結論づけられそうである。 
 
 5 ．まとめ 
本論文では日本企業のベトナム進出における日系工業団地の意義について、先行研究で指摘されてい
るメリットを出発点に、各日系工業団地、それらへの入居企業、ローカル工業団地への入居企業に対す
るインタビューをもとに検討してきた。 
まず、先行研究で工業団地が入居企業に与えるメリットとして挙げられていた土地リースの簡易化と
100％独資での進出の容易化については、ベトナムにおいて外資系企業が土地使用権を取得するために
は実質的に現地企業との合弁会社の設立か工業団地への入居しかなく、さらに100%独資での進出の場
合は工業団地入居しか選択肢がないことを考えると、工業団地の存在意義の大きな 1 つのポイントで
あり、また今回インタビューの対象となった入居企業が全て100％独資での進出となっていることを考
えると、工業団地側、入居企業側も優位性あるいはメリットとして明示してはいないが、認識はしてい
ると考えられる。 
さらに、その他のメリットについても、制度改正によってメリットがなくなりつつある優遇制度を除
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用することにし、あくまでもベトナム進出の大きな目的であるコスト削減を重視した。 
② 現地行政などとの関係構築の機会の喪失 
日系工業団地はワンストップサービスなど申請に関する支援が充実しており、基本的にすべて任せ
ることができ事務省力化の面ではメリットが大きいが、逆に地方政府などとの関係づくりや社内で
何でもできる体制の構築にはつながらない。 
③ 日系企業の集積によるワーカー間の情報交換の回避 
日系企業が同じ工業団地に集まると、ワーカー同士の賃金や待遇についての情報交換が行われ、大
企業の水準に引っ張られてコストが上昇する傾向が強まることや、ストライキにつながる可能性も
高くなることの回避を重視した。 
 
また、日系工業団地に入居する 3 社が共通して指摘していた①インフラの充実、②情報提供の充実、
③入居日本企業同士のネットワークと情報交換というメリットについては、以下のような理由であまり
大きなメリットとは考えていないとの回答であった。まず①については、その中でも重要度が高いとさ
れる電力に関して、確かに日系工業団地に比較すると入居するローカル工業団地は停電の回数が多く状
況は良くないが、工業団地側も電力確保に一定の努力をしていると同時に、自家発電設備を設置して停
電に備えているため、実質的に問題は発生していないとのことであった。次の②と③に関しても、同じ
ローカル工業団地に入居している日本企業数社で頻繁に情報交換をすると同時に、ハノイ日本商工会を
通じて情報収集やネットワークの構築もできており、あまり支障は感じていないということであった。
さらに日系工業団地の情報提供のポイントといわれる人件費情報も、必ずしも本当の情報が共有されて
いる保証はなく、いろいろな形で他社の賃金情報も入手できるので、支障はないとのことであった。 
なお、日系工業団地のリース料・管理料の高さに関しては、確かに高いが、ワンストップサービスに
よって事務省力化が図れ日本人をはじめとする従業員を減らせる可能性を考慮すると、それほど高いと
はいえないという考え方もできる、とコメントしていた。 
 
（５）小 括 
インタビューの対象とした日系工業団地に入居する日本企業 3 社は、いずれも日系工業団地へ入居
するメリットとして、①場所の利便性、②電力を中心とするインフラの充実、③申請に関するワンスト
ップサービス、④労務関係を中心とする情報提供の充実、⑤工業団地主催の日本企業の情報交換会をは
じめとする入居日本企業同士のネットワークと情報交換の 5 つを挙げている。この結果から考えると、
この 5 点が、概ね入居企業にとっての日系工業団地入居のメリットだと考えられそうである。 
また、これらのうち①、②、④はインタビュー対象となった日系工業団地の全てが挙げている他の工
業団地に比較した優位性の共通項と一致しており、工業団地が考えている優位性が概ね入居企業によっ
てもメリットとして認識されていることが分かる。ただ、それらに加えて、③申請等のワンストップサ
ービス、⑤団地主催の情報交換会と入居企業のネットワークの構築も入居企業はいずれもメリットとし
て認識している。つまり、これらは工業団地が考える以上に入居企業にとってはメリットになっている。
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一方で日系工業団地のリース料や管理料の高さについては、入居企業は上記のようなメリットで十分に
埋め合わされていると考えている。 
一方でローカル工業団地に入居している日本企業 X 社は、日系・ローカルにかかわらず工業団地の
所在地によって決まる場所の利便性を除くと、日系工業団地の②と③の面でのメリットの存在は認める
ものの、②は自家発電設備で解消でき、③も省力化の面でのコスト削減にはつながるものの、逆に地元
行政とのネットワークの構築という面ではデメリットにつながる面もあると指摘している。また④と⑤
については、入居企業同士の直接の関係構築や商工会を通じて同じような効果を得ることは可能であり、
あまり大きなメリットではないと述べている。一方で日系工業団地のリース料・管理料の高さについて
は、ワンストップサービス等による省力化によるコスト削減効果はあるものの、やはりやや高めではあ
ると認識している。このようにローカル工業団地に入居する X 社は、日系工業団地への入居は、高い
リース料・管理料を支払うことによって、許認可や申請のワンストップサービスによる事務省力化のメ
リットを得ることはできるが、電力をはじめとするインフラの充実は自家発電設備などで埋め合わすこ
とができ、また情報提供の充実、入居企業同士のネットワークと情報交換といったメリットも、別の方
法で代替できるため、あまり大きなメリットとはいえず、コスト面を中心にやや不利と考えている、と
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 5 ．まとめ 
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るメリットを出発点に、各日系工業団地、それらへの入居企業、ローカル工業団地への入居企業に対す
るインタビューをもとに検討してきた。 
まず、先行研究で工業団地が入居企業に与えるメリットとして挙げられていた土地リースの簡易化と
100％独資での進出の容易化については、ベトナムにおいて外資系企業が土地使用権を取得するために
は実質的に現地企業との合弁会社の設立か工業団地への入居しかなく、さらに100%独資での進出の場
合は工業団地入居しか選択肢がないことを考えると、工業団地の存在意義の大きな 1 つのポイントで
あり、また今回インタビューの対象となった入居企業が全て100％独資での進出となっていることを考
えると、工業団地側、入居企業側も優位性あるいはメリットとして明示してはいないが、認識はしてい
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さらに、その他のメリットについても、制度改正によってメリットがなくなりつつある優遇制度を除
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き、日系工業団地がより大きなメリットを与えているとされるインフラの整備と申請に関する支援につ
いては、入居企業側からは大きなメリットとして認識されていた。ただ、工業団地側からは、電力をは
じめとするインフラの充実は優位性として指摘されていたものの、申請等に関する支援については、挙
げられてはいなかった。これは、申請等に関するワンストップサービスが、多くの工業団地で行われて
いる一般的なものとなっており、工業団地としては優位性につながる特別なものとは認識されていない
ためと考えられる。 
さらに、先行研究では挙げられていなかった日系工業団地のメリットとして、場所の利便性と労務関
係を中心とした情報提供の充実が工業団地と入居企業の双方から、また日本企業同士のネットワークと
情報交換が入居企業から挙げられていた。このうち場所の優位性は、日系工業団地が利便性の高い場所
を選択し、認可を受けた結果と考えられるが、後者の 2 つは、日系工業団地のソフト面での優れたサ
ービスの結果と考えられる。 
しかし、ローカル工業団地に入居する X 社は、日系工業団地のリース料や管理料の高さを指摘し、
申請等のワンストップサービスなどによる事務省力化というメリットはあるものの、それ以外のインフ
ラの充実、情報提供の充実、日本企業同士のネットワークや情報交換といったメリットは別の方法で埋
め合わすことができ、あまり大きなメリットではないと述べ、結果としてコスト面を中心にやや不利と
考えている。しかし、X 社およびその代表者が海外進出の経験があり、また情報収集やネットワークづ
くりに努力していることを考えると、これは必ずしもすべての企業に当てはまる見方というのは難しそ
うである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 日系工業団地が入居企業に与えるメリット 
 
　　  日系工業団地 日系工業団地入居企業 他団地
野村 ﾀﾝﾛﾝ ﾛﾃｺ ｺｸﾖG 貝印G ｵｷﾞﾉG X社
先行研究での指摘されたメリット
　土地リースの簡易化 － － － ● ● ● ●
　インフラの整備 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ×
　申請等の支援 〇 － 〇 ○ ○ 〇 △
追加で指摘されたメリット
　場所の利便性 ○ ○ ○ ○ ○ ○ －
　情報提供の充実 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
　福利厚生の支援 － ○ － － － － －
　地盤が固く建設しやすい － － ○ － － － －
　ネットワークと情報交換の場の提供 － － － ○ ○ ○ ×
注）●：明確に指摘はしていないが、メリットがあると認識していると類推可能
     ○：メリットがあると指摘している
     △：ややメリットがあると指摘している
     ×：他の手段で埋め合わせられるメリットと指摘している
    '－：特に指摘がない
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このように考えると、以下のように結論付けられそうである。日系工業団地はリース料や管理料とい
ったコストは高いものの、通常の工業団地と比較して、電力を中心としたインフラの充実、申請等に関
する支援、労務関係を中心とした情報提供、入居日本企業同士のネットワークと情報交換といった面で、
大きなメリットを入居する日本企業に提供しており、それは入居企業によって評価されている。ただ、
進出企業及びその代表者が、海外進出経験があり、現地でのネットワークづくりなどに積極的である場
合は、そのメリットは小さくなり、逆にコストの面からローカル工業団地の優位性が高くなってくる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ 各工業団地と適した企業 
 
つまり、進出企業グループ及び現地代表者が海外進出の経験がないか乏しく、またネットワークの努
力などもすぐには難しい場合は、リース料や管理料が高くてもすぐにさまざまなメリットが得られる日
系工業団地を選択し、一方で進出企業グループ及び現地代表者が、海外進出経験があり、現地でのネッ
トワークづくりなどに積極的である場合は、リース料や管理料が安くコスト面でのメリットが大きいロ
ーカル工業団地をそれぞれ選択することが一般的には望ましい。さらに、それぞれのメリットの重要性
と、工業団地の場所の利便性も考慮した上で最終的に選択していくことが望ましいと考えられる。 
そのように考えるとインタビューの対象となったすべての日系工業団地が提供しているレンタル工場
は、一般に海外進出経験が少なく、海外事業立ち上げの経験者も少ない中小企業をターゲットにしてお
り、日系工業団地のメリットが大きく評価されるサービスと考えられる。このレンタル工場を含め、日
系工業団地は今後も一定のグループの日本企業の進出にとって今後も大きな貢献をする可能性が高く、
また、一方で進出する日本企業も自社の状況と進出目的をもとに適切な選択をしていくことが重要と考
える。 
なお、今回の研究は、入居企業を中心にインタビューおよび文献調査の対象が限られていること、ま
たアジアの他の地域の工業団地の状況との比較が行われていないことから、必ずしも十分な結論がでて
いるとは言い難い。今後、さらに入居企業を中心に調査対象を拡大し、またアジアの他の地域における
日系工業団地およびそこの入居企業の状況を調査し、その結果と比較することによって、このテーマに
関する調査研究を継続していきたいと考えている。 
日系工業団地 → コストをかけても、ハード及びソフト面で恵
まれた環境を選択したい企業に向いている 
（日系工業団地の優位性） 
電力を中心としたインフラの充実 
申請等に関する支援 
労務関係を中心とした情報提供 
入居日本企業同士のネットワークと情報交換 
 
ﾛｰｶﾙ工業団地 → コスト削減を重視し、ハード及びソフト面は、
自らの投資や活動で埋め合わせようという企
業に向いている 
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注記： 
 1 ）国別では、件数ベースで韓国、台湾に次いで 3 位、金額ベースでは台湾、韓国、シンガポールについで 4 位と
なっている。 
 2 ）ドイモイは、 2 つのベトナム語、ドイ（変える、変更する）とモイ（新しい、はじめて──する。）を組み合わ
せた単語である。トラン（2010, p.51）は、ベトナムにおける市場経済への移行の開始時期について、研究者
の間でも必ずしも意見が一致していないが、政策転換が決定的になった共産党第 6 回全国大会を開催した1986
年と考えるべきである、と述べている。またギエップ（2005, p.59-60）は、ドイモイ政策（Doi Moi、刷新）
は、ベトナムの計画経済の行き詰まりから生まれた自然発生的な出来事であると述べたうえで、その背景には、
ベトナム国内の理由に加えて旧ソビエトからの援助が打ち切りとなったことや ASEAN 諸国との経済格差の拡
大などの外部の要因もあったという見解を述べている。 
 3 ）1991年10月18日の閣僚会議議定322号（67条で構成）による。（http://thuvienphapluat.vn）なお、白石
（2010, p.61）は、議定は行政府が発出する最高位の法律文書であり、旧憲法では閣僚会議、新憲法では政府会
議（そもに日本の閣議に相当）によって制定される、と説明している。 
 4 ）輸出加工区の中で成功したのは、投資ライセンスを91年に取得したタントゥア輸出工業団地と92年に取得した
リンチュン（鈴中）輸出加工区第 1 区の 2 つという見解が一般的である。このうちタントゥアンの成功要因に
ついて、白石（2010, p.62）は、巧みな営業戦略、外資企業の進出機運、ホーチミン市に立地する利便性の 3 
つを挙げている。なお、長崎（2004, p.106）は、その後多数の工業団地が整備されるようになり、リース料が
高く、地盤が軟弱という弱点を持つタントゥアン輸出加工区は競争力を失いつつある、と指摘している。 
 5 ）1994年12月28日の閣僚会議議定192号（Decree of the government promulgating the regulation on industrial 
park）（25条で構成）による。（http://park.org/Thailand/MoreAboutAsia/vn） 
 6 ）タンロン工業団地の代表者のインタビューの中でのコメントである。また、白石（2010, p.60）は、2008年末
時点で設立認可を得た工業団地数は約240と述べている。ただ、これらの中には認可は取得したものの、実際の
操業に至っていないものも含まれているとのことである。 
 7 ）ベトナムでは土地は全人民の財産とされており、個人や法人が取得できるのは土地使用権である。通常土地使
用権は50年間であり、工業団地の場合は、工業団地開発の投資ライセンスが発給された時点から50年間となる。
なお、ベトナムの日系工業団地関係者は、ベトナムにおいては50年間の土地使用権の終了後も使用者が優先的
にその後の使用権を取得できると考えられており、政治体制や経済状況が大きく変化しない限りは、継続して
土地使用権を保有することが可能と考えられる、と述べていた。また、国際協力銀行（2011, p.76-78）による
と、土地使用権の取得（土地取得権証書の取得）は土地法または共通投資法に基づいたものであり、その具体
的な方法としては、①国家から土地の割り当てを受ける、②第三者から土地使用権を購入する、③土地（使用
権）のリースを受ける、の3つがあり、このうち、外国投資家には③しか認められていないため、具体的には、
③によって国等の一定の者から土地（使用権）のリースを受ける方法か、現地のベトナム側パートナーから合
弁会社に対して土地使用権を出資として拠出してもらう方法によって土地使用権を取得することになる、との
ことである。この点は、外国企業でも直接国から土地使用権を払い下げてもらうことが可能な中国とは相違し
ている。 
 8 ）ベトナムへの日本企業の進出は100％単独出資が増えているが、国際協力銀行（2011, p.256）は、もう一つの
選択肢である合弁のメリットとして、①パートナー側が土地を提供してくれる、②政府や役所との交渉がスム
ーズに進む、③合弁相手の国内ネットワークを活用できる、という3点を挙げている。一方で、合弁のデメリッ
トとしては、①内部留保して再投資するという方針をパートナー側がなかなか理解してくれず、配当を優先し
がちであること（戦争の経験などから明日はどうなるかわからないという意識が強く、目先の利益を求める、
という意見もある。）②パートナー側が日本人と同じ給与を求めること、といった点を挙げている。 
 9 ）2012年 3 月20日にインタビューを行った世界的な大手 4 大監査法人のハノイ駐在パートナー（日本の公認会計
士）は、2012年 3 月時点のベトナムの法人税率は25％であるが、工業団地に入居する企業に対して、以前は 4 
年間免税、その後 9 年間の税率 5 ％、さらにその後15年間の税率10％という優遇措置があったと説明していた。 
10）これ以外に、日本企業が運営主体と接点を持っている工業団地としては、以前伊藤忠商事のタイ法人が一部出
資を行い、2012年時点では出資を解消し営業代理等の業務を行っているアマタ工業団地、三菱商事がシンガポ
ール側事業者に一部出資しているベトナム・シンガポール工業団地などがある。 
11）この箇所は、2012年 4 月19日午前 9 時～10時にかけて、ハイフォン市の野村工業団地オフィスで行われた同団
地 President の桝野隆氏、Deputy General Manager の 上野克典氏に対するインタビューとその際入手した資
料、また同団地のホームページ等の資料を基にまとめている。 
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12）国道 5 号線はハノイとハイフォンを結んでおり、日本の ODA によって拡幅・改修された道路である。この道
路を使うと、工業団地からハノイまで約 2 時間かかるが、時速80キロメートルまでという時速制限があり、交
通量は結構多い。 
13）野村證券グループが本業とは異なる工業団地運営を始めた理由は、1990年代前半の株式市場開設をにらんでベ
トナムへの進出を狙っている際に、ベトナム政府より工業団地開発の強い要請があり、証券ビジネスへの参入
をスムーズにするためであった。なお、入居企業の多くは野村證券の支店の顧客であり、証券業務の顧客への
サービスという意味では事業上の関連性はある、とのことである。 
14）Nomura Asia Investment (Vietnam) Pte. Ltd, Japan の株式は、野村ホールディングが70%、JAFCO が30%
を保有している。JAFCO が出資したのは、設立前にファンド事業を立ち上げるような話があったためである。 
15）1994年に設立が認可されたベトナム最初の工業団地は、南部ホーチミン市郊外のドンナイ省のアマタ（タイ
系）と、北部の野村ハイフォン（日系）である。（白石, 2010, p.63） 
16）入居企業はほとんどが継続して入居しているが、一部別の場所にある工場と統合するために出て行った企業が
ある。ただ、移転後の工場は別の企業が買い取って、第二工場として利用しており、完売の状況は継続してい
る。 
17）この箇所は、2012年 3 月21日 9 時から10時にかけてタンロン工業団地㈱のオフィスにおいて行なわれた、同社
の General Director である清水禎彦氏に対するインタビューの回答とその際に入手した資料、また同社のホー
ムページ他の情報をもとにまとめている。 
18）タンロンとは地名ではなく、昇竜という意味である。1000年程度前のベトナムの王が昇竜を見たという伝説が
語源とのことである。 
19）一般に300ha の土地の造成等には、100億円程度かかるのが一般的とのことである。 
20）住友商事は、1985年から取引先へのタイの工業団地紹介と物流をはじめとする進出支援を契機に工業団地開発
事業を開始した。その後、インドネシア、フィリピン、ベトナムで工業団地を運営し、またインドネシアとタ
イでは販売代理事業を行っている。 
21）ベトナム建設省傘下の鋳物メーカーであり、住友商事が団地運営会社設立までの準備をすべて行い、会社設立
の段階でハノイ市がカウンターパートとして推薦した会社である。同社は工業団地の土地を農地などから転用
し、土地の使用権の現物出資を行っている。 
22）住友商事は1995年にベトナムでの工業団地事業に関する調査を開始し、当初は南部のホーチミン近郊を有力候
補地として検討していた。しかし、当時日本政府が北部開発向けの円借款供与の方針を打ち出したことと、ベ
トナム政府が北部開発を促進し重視していたことを考慮し、最終的に北部にあるタンロン工業団地の開発を決
定した。 
23）この箇所は、2012年 4 月16日15時半～16時半にかけて、ホーチミン市郊外のドンナイ省ビエンホア市にあるロ
テコ工業団地のオフィスにおいて行われた、Long Duc Investment Co. Ltd（ロテコに次いでベトナムにおいて
双日が設立した、新しく開発中の工業団地運営会社）の General Director 上原敦氏に対するインタビューとそ
の際に入手した資料、またロテコ工業団地のホームページ等の資料を基にまとめている。 
24） 2 期＆ 3 期の開発計画はあったが、予定地がホーチミン市の近郊のタンソンニャット国際空港近くにある軍需
産業企業の移転先になってしまったため、開発は 1 期のみで終了した。そのため、双日が中心となって近くに
ロンドウック工業団地（Long Duc Industrial Park）を開発し、2012年夏から造成地の引き渡しを開始する予
定となっている。 
25）双日は、インドネシアのジャカルタとインドのチェンナイで工業団地を運営しており、フィリピンでは工業団
地の販売代理を行っている。 
26）運営を開始した直後にアジア通貨危機が発生し、日本企業の投資が大幅に減少してしまったが、その後韓国企
業が早めに投資を再開したため、結果として韓国企業の入居が多くなっている。 
27）スタッフ1,000人のうち700人はホーチミン市から通勤している。また一般的に通勤時間が1時間を超えると途
端に希望者が減る傾向がある。 
28）ロテコでは、国の電力需給が厳しい時に自家発電設備を稼働させ電力供給支援を行ってきたため、国が優先的
に電力供給をしてくれるので、過去停電は発生していないとのことである。 
29）以前の米軍用地の跡地にあるため地盤が非常に強い。なお、近郊にあるタンソン二ャット空港、ベトナムのロ
ーカル企業が運営する歴史の長いビエンホワⅠ＆Ⅱ工業団地、タイ企業が運営するアマタ工業団地も米軍用地
跡地にあり、地盤は強い。 
30）この箇所は、2012年 4 月18日午後13時半～14時半にかけてコクヨベトナム㈱の本社で行われた同社代表取締役
社長足達保憲氏に対するインタビューとその際に入手した資料をもとにまとめている。 
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注記： 
 1 ）国別では、件数ベースで韓国、台湾に次いで 3 位、金額ベースでは台湾、韓国、シンガポールについで 4 位と
なっている。 
 2 ）ドイモイは、 2 つのベトナム語、ドイ（変える、変更する）とモイ（新しい、はじめて──する。）を組み合わ
せた単語である。トラン（2010, p.51）は、ベトナムにおける市場経済への移行の開始時期について、研究者
の間でも必ずしも意見が一致していないが、政策転換が決定的になった共産党第 6 回全国大会を開催した1986
年と考えるべきである、と述べている。またギエップ（2005, p.59-60）は、ドイモイ政策（Doi Moi、刷新）
は、ベトナムの計画経済の行き詰まりから生まれた自然発生的な出来事であると述べたうえで、その背景には、
ベトナム国内の理由に加えて旧ソビエトからの援助が打ち切りとなったことや ASEAN 諸国との経済格差の拡
大などの外部の要因もあったという見解を述べている。 
 3 ）1991年10月18日の閣僚会議議定322号（67条で構成）による。（http://thuvienphapluat.vn）なお、白石
（2010, p.61）は、議定は行政府が発出する最高位の法律文書であり、旧憲法では閣僚会議、新憲法では政府会
議（そもに日本の閣議に相当）によって制定される、と説明している。 
 4 ）輸出加工区の中で成功したのは、投資ライセンスを91年に取得したタントゥア輸出工業団地と92年に取得した
リンチュン（鈴中）輸出加工区第 1 区の 2 つという見解が一般的である。このうちタントゥアンの成功要因に
ついて、白石（2010, p.62）は、巧みな営業戦略、外資企業の進出機運、ホーチミン市に立地する利便性の 3 
つを挙げている。なお、長崎（2004, p.106）は、その後多数の工業団地が整備されるようになり、リース料が
高く、地盤が軟弱という弱点を持つタントゥアン輸出加工区は競争力を失いつつある、と指摘している。 
 5 ）1994年12月28日の閣僚会議議定192号（Decree of the government promulgating the regulation on industrial 
park）（25条で構成）による。（http://park.org/Thailand/MoreAboutAsia/vn） 
 6 ）タンロン工業団地の代表者のインタビューの中でのコメントである。また、白石（2010, p.60）は、2008年末
時点で設立認可を得た工業団地数は約240と述べている。ただ、これらの中には認可は取得したものの、実際の
操業に至っていないものも含まれているとのことである。 
 7 ）ベトナムでは土地は全人民の財産とされており、個人や法人が取得できるのは土地使用権である。通常土地使
用権は50年間であり、工業団地の場合は、工業団地開発の投資ライセンスが発給された時点から50年間となる。
なお、ベトナムの日系工業団地関係者は、ベトナムにおいては50年間の土地使用権の終了後も使用者が優先的
にその後の使用権を取得できると考えられており、政治体制や経済状況が大きく変化しない限りは、継続して
土地使用権を保有することが可能と考えられる、と述べていた。また、国際協力銀行（2011, p.76-78）による
と、土地使用権の取得（土地取得権証書の取得）は土地法または共通投資法に基づいたものであり、その具体
的な方法としては、①国家から土地の割り当てを受ける、②第三者から土地使用権を購入する、③土地（使用
権）のリースを受ける、の3つがあり、このうち、外国投資家には③しか認められていないため、具体的には、
③によって国等の一定の者から土地（使用権）のリースを受ける方法か、現地のベトナム側パートナーから合
弁会社に対して土地使用権を出資として拠出してもらう方法によって土地使用権を取得することになる、との
ことである。この点は、外国企業でも直接国から土地使用権を払い下げてもらうことが可能な中国とは相違し
ている。 
 8 ）ベトナムへの日本企業の進出は100％単独出資が増えているが、国際協力銀行（2011, p.256）は、もう一つの
選択肢である合弁のメリットとして、①パートナー側が土地を提供してくれる、②政府や役所との交渉がスム
ーズに進む、③合弁相手の国内ネットワークを活用できる、という3点を挙げている。一方で、合弁のデメリッ
トとしては、①内部留保して再投資するという方針をパートナー側がなかなか理解してくれず、配当を優先し
がちであること（戦争の経験などから明日はどうなるかわからないという意識が強く、目先の利益を求める、
という意見もある。）②パートナー側が日本人と同じ給与を求めること、といった点を挙げている。 
 9 ）2012年 3 月20日にインタビューを行った世界的な大手 4 大監査法人のハノイ駐在パートナー（日本の公認会計
士）は、2012年 3 月時点のベトナムの法人税率は25％であるが、工業団地に入居する企業に対して、以前は 4 
年間免税、その後 9 年間の税率 5 ％、さらにその後15年間の税率10％という優遇措置があったと説明していた。 
10）これ以外に、日本企業が運営主体と接点を持っている工業団地としては、以前伊藤忠商事のタイ法人が一部出
資を行い、2012年時点では出資を解消し営業代理等の業務を行っているアマタ工業団地、三菱商事がシンガポ
ール側事業者に一部出資しているベトナム・シンガポール工業団地などがある。 
11）この箇所は、2012年 4 月19日午前 9 時～10時にかけて、ハイフォン市の野村工業団地オフィスで行われた同団
地 President の桝野隆氏、Deputy General Manager の 上野克典氏に対するインタビューとその際入手した資
料、また同団地のホームページ等の資料を基にまとめている。 
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12）国道 5 号線はハノイとハイフォンを結んでおり、日本の ODA によって拡幅・改修された道路である。この道
路を使うと、工業団地からハノイまで約 2 時間かかるが、時速80キロメートルまでという時速制限があり、交
通量は結構多い。 
13）野村證券グループが本業とは異なる工業団地運営を始めた理由は、1990年代前半の株式市場開設をにらんでベ
トナムへの進出を狙っている際に、ベトナム政府より工業団地開発の強い要請があり、証券ビジネスへの参入
をスムーズにするためであった。なお、入居企業の多くは野村證券の支店の顧客であり、証券業務の顧客への
サービスという意味では事業上の関連性はある、とのことである。 
14）Nomura Asia Investment (Vietnam) Pte. Ltd, Japan の株式は、野村ホールディングが70%、JAFCO が30%
を保有している。JAFCO が出資したのは、設立前にファンド事業を立ち上げるような話があったためである。 
15）1994年に設立が認可されたベトナム最初の工業団地は、南部ホーチミン市郊外のドンナイ省のアマタ（タイ
系）と、北部の野村ハイフォン（日系）である。（白石, 2010, p.63） 
16）入居企業はほとんどが継続して入居しているが、一部別の場所にある工場と統合するために出て行った企業が
ある。ただ、移転後の工場は別の企業が買い取って、第二工場として利用しており、完売の状況は継続してい
る。 
17）この箇所は、2012年 3 月21日 9 時から10時にかけてタンロン工業団地㈱のオフィスにおいて行なわれた、同社
の General Director である清水禎彦氏に対するインタビューの回答とその際に入手した資料、また同社のホー
ムページ他の情報をもとにまとめている。 
18）タンロンとは地名ではなく、昇竜という意味である。1000年程度前のベトナムの王が昇竜を見たという伝説が
語源とのことである。 
19）一般に300ha の土地の造成等には、100億円程度かかるのが一般的とのことである。 
20）住友商事は、1985年から取引先へのタイの工業団地紹介と物流をはじめとする進出支援を契機に工業団地開発
事業を開始した。その後、インドネシア、フィリピン、ベトナムで工業団地を運営し、またインドネシアとタ
イでは販売代理事業を行っている。 
21）ベトナム建設省傘下の鋳物メーカーであり、住友商事が団地運営会社設立までの準備をすべて行い、会社設立
の段階でハノイ市がカウンターパートとして推薦した会社である。同社は工業団地の土地を農地などから転用
し、土地の使用権の現物出資を行っている。 
22）住友商事は1995年にベトナムでの工業団地事業に関する調査を開始し、当初は南部のホーチミン近郊を有力候
補地として検討していた。しかし、当時日本政府が北部開発向けの円借款供与の方針を打ち出したことと、ベ
トナム政府が北部開発を促進し重視していたことを考慮し、最終的に北部にあるタンロン工業団地の開発を決
定した。 
23）この箇所は、2012年 4 月16日15時半～16時半にかけて、ホーチミン市郊外のドンナイ省ビエンホア市にあるロ
テコ工業団地のオフィスにおいて行われた、Long Duc Investment Co. Ltd（ロテコに次いでベトナムにおいて
双日が設立した、新しく開発中の工業団地運営会社）の General Director 上原敦氏に対するインタビューとそ
の際に入手した資料、またロテコ工業団地のホームページ等の資料を基にまとめている。 
24） 2 期＆ 3 期の開発計画はあったが、予定地がホーチミン市の近郊のタンソンニャット国際空港近くにある軍需
産業企業の移転先になってしまったため、開発は 1 期のみで終了した。そのため、双日が中心となって近くに
ロンドウック工業団地（Long Duc Industrial Park）を開発し、2012年夏から造成地の引き渡しを開始する予
定となっている。 
25）双日は、インドネシアのジャカルタとインドのチェンナイで工業団地を運営しており、フィリピンでは工業団
地の販売代理を行っている。 
26）運営を開始した直後にアジア通貨危機が発生し、日本企業の投資が大幅に減少してしまったが、その後韓国企
業が早めに投資を再開したため、結果として韓国企業の入居が多くなっている。 
27）スタッフ1,000人のうち700人はホーチミン市から通勤している。また一般的に通勤時間が1時間を超えると途
端に希望者が減る傾向がある。 
28）ロテコでは、国の電力需給が厳しい時に自家発電設備を稼働させ電力供給支援を行ってきたため、国が優先的
に電力供給をしてくれるので、過去停電は発生していないとのことである。 
29）以前の米軍用地の跡地にあるため地盤が非常に強い。なお、近郊にあるタンソン二ャット空港、ベトナムのロ
ーカル企業が運営する歴史の長いビエンホワⅠ＆Ⅱ工業団地、タイ企業が運営するアマタ工業団地も米軍用地
跡地にあり、地盤は強い。 
30）この箇所は、2012年 4 月18日午後13時半～14時半にかけてコクヨベトナム㈱の本社で行われた同社代表取締役
社長足達保憲氏に対するインタビューとその際に入手した資料をもとにまとめている。 
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31）この箇所は、2012年 4 月 6 日午後16時半～18時に貝印株式会社の本社で行われた、同社の製造を担当するグル
ープ会社であるカイインダストリーズ取締役総務管理部長辻宏介氏に対するインタビュー、また2012年 4 月20
日午後15時半～17時にカイインダストリーズの100％子会社であるカイベトナム有限責任会社において行われ
た副社長（工場長）山田昌也氏に対するインタビューをもとにしている。 
32）この内容は、2012年 3 月21日に Ogino Vietnam Corporation.のオフィスにおいて行った、同社の General 
Director である平木伸二氏に対するインタビューの回答と当日いただいた資料及び同社親会社のホームページ
などの情報をもとにまとめている。 
33）この内容は、2012年 3 月22日に日系企業 X 社のオフィスにおいて行った、同社の General Director に対する
インタビューの回答と同社親会社のホームページなどの情報をもとにまとめている。 
 
ウエッブ資料 
http://www.gso.gov.vn 
http://park.org/Thailand/MoreAboutAsia/vn 
http://thuvienphapluat.vn 
住友商事海外工業団地部 HP 
野村ハイフォン工業団地 HP 
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ビジネスモデル間競争の戦略定石 
山 田 英 夫 * 
 
Principles for Competition Among Different Business Models 
Hideo Yamada 
 
Abstract 
It is necessary for market challengers to have strategies which market leader cannot imitate 
according to past researches. 
This article focuses on the effectiveness of such principles under the competition among different 
business models. 
As a conclusion, although the principles are effective under the competition among different 
business models, alliance strategies which are utilized as a part of existing value chain of market 
leader are also important. 
 
要  約 
競争戦略の戦略定石の研究からは、チャレンジャー企業は、リーダー企業に追随されない差
別化戦略をとることが必要と言われている。この定石は、ビジネスモデルの異なる企業同士の
競争である「ビジネスモデル間競争」においても有効な戦略であろうか。本稿は、ビジネスモ
デル間競争においてもリーダーに追随されない戦略は有効である事と同時に、競合企業のバリ
ューチェーンの中に入り込むことによって、より同質化されにくい戦略があることを示した。 
 
 1 ．競争戦略の戦略定石とリサーチ・クエスチョン 
競争戦略とは、「企業が競争市場内において全体的姿勢を明確にし、最大の投資リターンを目指して
競争優位な地位に経営資源を投入し、展開する方法と方向の決定」（嶋口 1986）と定義される。過去
の競争戦略の研究は、普遍的に求められる基本戦略（ジェネリック・ストラテジー）を抽出しようとす
る研究と、企業の置かれた状況に応じた望ましい戦略を探究しようとする研究に大別される。 
前者は、Porter（1980）や Hall（1980）に代表されるが、示された基本戦略は、実務的には抽象度
がやや高い。後者の研究は、古くは Bloom and Kotler（1975）、Hamermesh 他（1978）Abell and 
Hammond（1979）、嶋口（1984、1986）、Buzzel.and Gale（1987）、Kotler（1988）、恩蔵（1995）、
山田・遠藤（1998）などがあげられ、主にマーケティング分野で研究されてきた。これらは、市場地
位別戦略や先発・後発別戦略を提起している。 
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